秘密保持契約書

　国立大学法人浜松医科大学（以下「甲」という。）及び○○○○株式会社（以下「乙」という。）は、「○○○○○○○○○○○○○○○○」に関する検討（以下「本検討」という。）を行うに当たり、双方が開示する秘密情報の取扱い、保護、守秘管理その他関連する事項について、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第１条（目　的）

本契約は、本検討の実施に伴い、開示側当事者（以下「開示者」という。）から受領側当事者（以下「受領者」という。）に開示される秘密情報の取扱い及び管理の条件について定めることを目的とする。

第２条（秘密情報の定義）

本契約において「秘密情報」とは、開示者が秘密である旨の表示をした上で、本検討の実施に伴い開示者から受領者に開示、提供する情報をいい、開示の形態及び媒体を問わないものとする。

但し、口頭、映像その他その性質上秘密である旨の表示が困難な形態又は媒体により開示、提供された情報については、開示者が受領者に対し、秘密である旨を開示時に伝達し、且つ、当該開示後３０日以内に当該秘密情報を記載した書面を秘密である旨の表示をして交付することにより、秘密情報とみなされるものとする。
２　前項の定めにかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報については秘密情報から除外するものとする。
（１） 開示時に公知であった情報及び開示後に受領者の責によらず公知となった情報。
（２） 開示時に既に受領者が保有していた情報。
（3） 受領者が正当な権利を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報。
（4） 開示者の秘密情報に依存することなく、受領者が独自に開発した情報。
（5） 秘密情報から除外することについて書面により事前に開示者の同意を得た情報。
（6） 法令、規則、命令等に基づいて官公庁、裁判所等の公的機関から開示の要求を受けた情報。

第３条（秘密保持義務／目的外使用の禁止）

受領者は、開示者から開示を受けた秘密情報を、開示者の書面による事前の承諾なしに、本検討を行う上で開示の必要のある最小限の自己の職員等（役員、職員及び従業員）以外の者に一切開示、提供又は漏洩してはならない。
２　受領者は、開示者の書面による事前の承諾なしに秘密情報を本検討以外の目的に使用してはならない。
第４条（情報交換）
甲及び乙は、本検討のために必要と自己が判断した範囲で、相手方に対し自己が保有する情報を開示する。
２　前項の開示は、次条に定める相手方の情報管理責任者（情報管理責任者が指定した者を含む。）に対して行うものとする。
第５条（秘密情報の管理）
甲及び乙は、自己の情報管理責任者として以下の者を任命する。また、情報管理責任者を変更する場合、速やかに書面にて相手方に通知するものとする。

           氏名                                所属・役職　　　　　　　　　　　　　　　

甲：　　　　　○○　○○　　　　　　　　　　　　　○○○学　　教授
　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙：　　　　　○○　○○　　　　　　　　　　　　　○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　受領者は、開示者から開示を受けた秘密情報を自らが保有する秘密情報と同様の注意をもって管理するものとする。
第６条（複写・複製）

受領者は、本検討に必要な範囲で、開示者から開示を受けた秘密情報を複写又は複製することができる。

２　複写又は複製した情報についても、秘密情報として本契約の対象とする。

第７条（知的財産権）　
受領者は、開示者の秘密情報に基づきなした発明、考案、意匠、著作物等について知的財産権の出願又は登録申請を行うときは、事前に開示者に文書でその旨を通知し、権利の帰属、出願又は登録申請の内容その他必要な事項について、協議し決定する。
第８条（秘密情報の帰属と非保証）

秘密情報に係る所有権、知的財産権その他一切の権利は開示者が有するものであり、受領者に対する秘密情報の開示により、いかなる権利も、明示的又は黙示的であるかを問わず、受領者に譲渡又は許諾されるものではない。

２　すべての情報は「現状のまま」で提供され、開示者は、受領者に対して、その正確性、とりわけ第三者の知的財産権等を侵害していない旨及び受領者の商品等に適合する旨の正確性に関し、いかなる保証も与えるものではない。

３　本契約の締結及び本契約に基づく秘密情報の開示又は受領は、当事者間の将来における共同研究、技術提携、ライセンス、製品の取引等の実現について、何ら確約するものではない。また、本契約を遵守した上で、甲及び乙は、本契約を締結したことで、現在又は将来において当事者間で行われる取引と同様又は類似の取引を、第三者と行うことについて制限されるものではない。
第９条（解除）

甲及び乙は、一方が本契約の条項の一に違反した場合は、相手方への通知によって本契約を直ちに解除することができる。なお、本契約の解除日を本契約の終了日とする。
第１０条（有効期間・終了）

本契約は、本契約締結日から平成　　年　　月　　日まで有効とし、当該期間の満了をもって本契約は終了する。
２　本検討の目的に関連する契約（共同研究契約等をいうがこれに限らない。以下「関連契約」という。）が締結された場合、関連契約が締結された日をもって本契約は終了し、当該関連契約にて情報の秘密保持に関する詳細を定めるものとする。
３　甲及び乙は、相手方に対し、終了を希望する１ヶ月前に終了通知を送付することにより、協議のうえ、本契約を終了させることができる。
第１１条（存続条項）

第９条又は前条により本契約が終了した場合においても、第２条、第３条、及び第７条については、本契約終了日から３年間有効に存続し、第８条、第１２条、第１３条、第１４条及び第１５条については、本契約終了後も有効に存続する。

第１２条（情報の返却・廃棄）
受領者は、本契約の終了日の翌日から起算して３０日以内に開示者からの要請があった場合、秘密情報を記録した一切の文書等（複製物を含む。）を開示者に返却若しくは廃棄又は開示者の指示に従い処置する。廃棄した場合は、廃棄したことを証する文書を開示者に提出するものとする。

第１３条（損害賠償）
受領者が、自己の故意又は重過失により本契約に違反し、その結果開示者が損害を被った場合には、当該開示者は受領者に対し損害賠償を請求することができる。
第１４条（譲渡禁止）

甲及び乙は、本契約により生ずる権利義務の全部又は一部を、相手方の書面による事前の承諾なく、第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。

第１５条（紛争の解決）

本契約又はその条項に関連し、当事者間で疑義、相違、又は紛争が発生した場合、全当事者は信義誠実の原則に従い、相互の協議によりこれを解決する。

２　本契約は、日本法に準拠し、同法に従って解釈される。

３　本契約及びこれに付随する一切の約定に関する紛争については、静岡地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
　本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上各１通を保管する。

平成　　年　　月　　日

（甲）　静岡県浜松市東区半田山一丁目２０番１号
　　　　　　　　　　　　国立大学法人浜松医科大学
　　　　　　　　　　　　　　学　長　　　　　　　　　　○　○　○　○　　印
（乙）　○○○○○○○○○○○○○○○１丁目２番３号
　　　　○○○○○○株式会社
　　　　代表取締役　　　　　　　　○　○　○　○　　印
